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① 建設業を取り巻く状況
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4.0%5.0%6.0%7.0%8.0%9.0%10.0%11.0%12.0%13.0%14.0%
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○ 建設業は、国内総生産・全産業就業者数の約１割を占める地域の基幹産業である。

○ 地方圏においては、県内総生産に対する建設投資の規模が大きく、公共投資への依存度が高い地域においては、全

産業に占める建設業の倒産件数の割合も高い傾向がある。

○ 全産業に占める建設業就業者数の割合が高い地域においては、完全失業率も高い傾向がある。

県内総生産に対する建設投資の規模 （平成１９年度）
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北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
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全産業に占める建設業就業者数の割合 （平成２１年平均）

出所：内閣府「県民経済計算」 国土交通省「建設投資見通し」

出所：総務省「労働力調査」

地域の基幹産業としての建設業
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建設投資・企業・就業者の現状

建築
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政府・建築

（2.7兆円 6.3%）

政府・土木

（15.2兆円 35.2%）

平成２３年度建設投資額：43.2兆円

（出所）建設投資額 ：国土交通省「建設投資見通し」許可業者数 ：国土交通省「建設業許可業者数調査（平成２３年３月末）」公共工事元請業者数 ：東日本建設業保証、西日本建設業保証、北海道建設業保証調べ（平成２２年度）経営事項審査受審業者数 ：（財）建設業情報管理センター[CIIC］における出力業者数（平成２３年３月末）
※企業数・就業者数は全て平成２２年度のもの
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大臣許可 １万社 

知事許可 ４８．８万社 

１６万社 
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４９８万人 建設業就業者
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経営事項審査受審企業
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建設業許可・経営事項審査 業者数 （近畿地整管内）
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建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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民間投資額（兆円）政府投資額（兆円）就業者数（万人）許可業者数（千業者）
（兆円） （千業者、万人）

（年度）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」注１ 投資額については平成19年度まで実績、20年度・21年度は見込み、22年度は見通し注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値注３ 就業者数は年平均

○ 建設投資額（平成22年度見通し）は約41兆円で、ピーク時（４年度）から約52％減。
○ 建設業者数（22年度末）は約50万業者で、ピーク時（11年度末）から約17％減。
○ 建設業就業者数（22年平均）は498万人で、ピーク時（９年平均）から約27％減。 ※23年2月は499万人（前年同月比10万人減）。

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

498万人（22年平均） 就業者数ピーク比▲27.3%許可業者数のピーク
600千業者（11年度末） 建設投資

40.7兆円 建設投資ピーク時比▲51.5％許可業者数ピーク比▲17.0%499千業者（22年度末）
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平成３年度 平成４年度 平成２１年度 （対ピーク比）

（利益率のピーク） （建設投資のピーク）

○ 建設産業全体として、他産業に比し利益率が低迷。

出所：財務省「法人企業統計」営業利益率 4.0％ → 3.8％ → 1.1％ （▲2.9pt）

経常利益率 3.4％ → 3.2％ → 1.3％ （▲2.1pt）
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建設業（営業利益）

全産業（経常利益）
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(%)
建設業（経常利益率）

建設業（営業利益率）

全産業（経常利益率）

全産業（営業利益率）

建設企業の利益率の低迷
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出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」

給与支払形態の状況

就労形態の状況

※平成９年度の「臨時雇」は、「有期」として集計

自営業主 その他

一人親方 不明

平成9年度 80.6% 3.4% 3.7% 10.4% 2.0%

平成14年度 59.4% 5.6% 4.6% 14.9% 15.5%

平成17年度 62.3% 4.6% 5.2% 13.8% 14.1%

平成20年度 63.6% 5.1% 4.0% 16.7% 10.6%

常雇 日雇 臨時雇

○ 就労形態は、「常雇」は減少傾向、「一人親方」は上昇傾向

○ 給与支払形態は、建設投資の減少局面、就業者数の減少局面において、固定費である「月給制」から、

変動費に近い「日給月給制」にシフト

月給制 日給月給制

日給制

出来高制

平成9年度 57.6% 30.6% 8.5%

平成14年度 36.6% 58.5% 4.3%

平成17年度 31.3% 58.4% 7.5%

平成20年度 29.3% 58.4% 8.5%

建設業における就労形態及び給与支払形態の状況
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出所：国税庁「民間給与実態統計調査」
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○ 建設労働者の年間賃金は平成７年以降、継続的に減少しており、製造業を下回る水準。

(年)

下落傾向が続く建設業の賃金（給与所得）

9999

【【【【年間労働時間年間労働時間年間労働時間年間労働時間】】】】

○全産業 １，７５４時間

○○○○建設業建設業建設業建設業 ２２２２，，，，０４８０４８０４８０４８時間時間時間時間

○製造業 １，９３８時間



○ 建設業就業者は、55歳以上が33％、29歳以下が12%と高齢化が進行しており、次世代への技術承継が大きな課題○ 建設業就業者は、55歳以上が33％、29歳以下が12%と高齢化が進行しており、次世代への技術承継が大きな課題

建設業就業者の年齢構成の推移

建設業（55歳以上）

全産業（55歳以上）

建設業（29歳以下）

全産業（29歳以下）

10101010

建設業建設業建設業建設業（（（（５０５０５０５０才以上才以上才以上才以上）））） ４３４３４３４３．．．．７７７７％％％％



現状の建設産業の問題点

◎◎◎◎ 建設投資建設投資建設投資建設投資のののの急激急激急激急激なななな減少減少減少減少にににに対対対対してしてしてして、、、、建設業者数建設業者数建設業者数建設業者数のののの減少減少減少減少がががが追追追追いつかないいつかないいつかないいつかない過剰供給構過剰供給構過剰供給構過剰供給構

造造造造がががが現状現状現状現状のののの建設産業建設産業建設産業建設産業のののの疲弊疲弊疲弊疲弊につながっているにつながっているにつながっているにつながっている。。。。

◎◎◎◎ 過剰供給構造過剰供給構造過剰供給構造過剰供給構造をををを是正是正是正是正するにはするにはするにはするには、、、、

①①①① 需要需要需要需要をををを増増増増やすやすやすやす。（。（。（。（建設投資額建設投資額建設投資額建設投資額がががが増増増増えるようなえるようなえるようなえるような施策施策施策施策をををを実施実施実施実施するするするする。）。）。）。）

②②②② 供給供給供給供給をををを減減減減らすらすらすらす。（。（。（。（過剰過剰過剰過剰なななな建設業者数建設業者数建設業者数建設業者数をををを減減減減らすらすらすらす施策施策施策施策をををを実施実施実施実施するするするする。）。）。）。）

◎◎◎◎ 構造的構造的構造的構造的なななな問題問題問題問題

○○○○ 地域地域地域地域のののの経済経済経済経済・・・・防災機能防災機能防災機能防災機能をををを担担担担うううう優良優良優良優良なななな建設業者建設業者建設業者建設業者からからからから撤退撤退撤退撤退せざるをせざるをせざるをせざるを得得得得ないないないない現状現状現状現状。。。。

○○○○ 建設業者数建設業者数建設業者数建設業者数がががが減減減減らないらないらないらない一方一方一方一方でででで、、、、技能労働者技能労働者技能労働者技能労働者（（（（職人職人職人職人））））不足不足不足不足がががが深刻深刻深刻深刻になってきてになってきてになってきてになってきて

いるいるいるいる矛盾矛盾矛盾矛盾？？？？

○○○○ ダンピングダンピングダンピングダンピング受注受注受注受注のののの影響影響影響影響がががが下層下層下層下層のののの下請下請下請下請ほどほどほどほど強強強強くなるというくなるというくなるというくなるという、、、、異常異常異常異常なまでのなまでのなまでのなまでの日本日本日本日本のののの

重層下請構造重層下請構造重層下請構造重層下請構造。。。。

○○○○ 若者若者若者若者のののの入職入職入職入職がががが滞滞滞滞りりりり、、、、世界世界世界世界にににに誇誇誇誇れるれるれるれる日本日本日本日本のののの建設技術建設技術建設技術建設技術とととと技能技能技能技能のののの継承継承継承継承のののの危機危機危機危機。。。。
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② 国土交通省の取り組み施策

「「「「建設産業建設産業建設産業建設産業のののの再生再生再生再生とととと発展発展発展発展のためののためののためののための方策方策方策方策２０１１２０１１２０１１２０１１」～」～」～」～保険未加入対策保険未加入対策保険未加入対策保険未加入対策などなどなどなど
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13131313

これまでの経緯（一部抜粋）

○○○○ 建設産業戦略会議設置建設産業戦略会議設置建設産業戦略会議設置建設産業戦略会議設置平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年１２１２１２１２月月月月１７１７１７１７日日日日

○○○○ 「「「「建設産業建設産業建設産業建設産業のののの再生再生再生再生とととと発展発展発展発展のためののためののためののための方策方策方策方策２０１１２０１１２０１１２０１１」（」（」（」（建設産業戦略会議建設産業戦略会議建設産業戦略会議建設産業戦略会議））））平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年 ６６６６月月月月２３２３２３２３日日日日

○○○○ 「「「「公共工事公共工事公共工事公共工事のののの入札及入札及入札及入札及びびびび契約契約契約契約のののの適正化適正化適正化適正化をををを図図図図るためのるためのるためのるための措置措置措置措置にににに関関関関するするするする指針指針指針指針」（」（」（」（閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定））））平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年 ８８８８月月月月 ９９９９日日日日

○○○○ 「「「「発注者発注者発注者発注者・・・・受注者間受注者間受注者間受注者間におけるにおけるにおけるにおける法令遵守法令遵守法令遵守法令遵守ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン」（」（」（」（国土交通省建設産業課国土交通省建設産業課国土交通省建設産業課国土交通省建設産業課））））平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年 ８８８８月月月月２９２９２９２９日日日日

○○○○ 「「「「共同企業体運用準則共同企業体運用準則共同企業体運用準則共同企業体運用準則のののの改正改正改正改正（（（（地域維持型地域維持型地域維持型地域維持型ＪＶ）」（ＪＶ）」（ＪＶ）」（ＪＶ）」（中央建設業審議会中央建設業審議会中央建設業審議会中央建設業審議会））））平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年１１１１１１１１月月月月１１１１１１１１日日日日

○○○○ 「「「「中間中間中間中間とりまとめとりまとめとりまとめとりまとめ」（」（」（」（中央建設業審議会中央建設業審議会中央建設業審議会中央建設業審議会・・・・社会資本整備審議会社会資本整備審議会社会資本整備審議会社会資本整備審議会 基本問題小委員会基本問題小委員会基本問題小委員会基本問題小委員会））））平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年 １１１１月月月月２７２７２７２７日日日日

【【【【関係検討機関関係検討機関関係検討機関関係検討機関（（（（抜粋抜粋抜粋抜粋））））】】】】

○○○○ 中央建設業審議会中央建設業審議会中央建設業審議会中央建設業審議会、、、、社会資本整備審議会社会資本整備審議会社会資本整備審議会社会資本整備審議会（（（（産業分科会建設部会産業分科会建設部会産業分科会建設部会産業分科会建設部会）、）、）、）、両審議会合同基本問題小委員会両審議会合同基本問題小委員会両審議会合同基本問題小委員会両審議会合同基本問題小委員会

○○○○ 社会保険未加入対策社会保険未加入対策社会保険未加入対策社会保険未加入対策のののの具体化具体化具体化具体化にににに関関関関するするするする検討会検討会検討会検討会

○○○○ 技術者制度検討会技術者制度検討会技術者制度検討会技術者制度検討会

○○○○ 建設技能労働者建設技能労働者建設技能労働者建設技能労働者のののの人材確保人材確保人材確保人材確保のありのありのありのあり方方方方にににに係係係係るるるる検討会検討会検討会検討会

○○○○ 「「「「建設産業建設産業建設産業建設産業のののの再生再生再生再生とととと発展発展発展発展のためののためののためののための方策方策方策方策にににに関関関関するするするする当面当面当面当面のののの基本方針基本方針基本方針基本方針」（」（」（」（建設産業戦略会議建設産業戦略会議建設産業戦略会議建設産業戦略会議））））平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年 １１１１月月月月 ６６６６日日日日

○○○○ 「「「「建設業建設業建設業建設業におけるにおけるにおけるにおける社会保険未加入問題社会保険未加入問題社会保険未加入問題社会保険未加入問題へのへのへのへの対策対策対策対策」」」」（（（（社会保険未加入対策社会保険未加入対策社会保険未加入対策社会保険未加入対策のののの具体化具体化具体化具体化にににに関関関関するするするする検討会検討会検討会検討会））））平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年 ２２２２月月月月２３２３２３２３日日日日

○○○○ 「「「「建設産業戦略会議建設産業戦略会議建設産業戦略会議建設産業戦略会議」」」」再始動再始動再始動再始動平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年 ２２２２月月月月２７２７２７２７日日日日



「建設産業の再生と発展のための方策２０１１」 （概要） ①

○ 災害対応、除雪、維持管

理等(地域維持事業)を担え

る企業が不足

○ 地域維持事業の担い手確保

に資する新たな契約方式(※)

の導入

○ 地域維持事業の担い手確保

に資する新たな契約方式(※)

の導入

地域社会の維持

地域維持型の

契約方式の導入

課題１
対策１
※ 包括発注（一括契約、複

数年契約等）や、地域建設

企業の共同体による受注

○ 法定福利費を負担しない企業が、人を

大切にする施工力のある企業を駆逐し

ているおそれ

保険未加入企業の排除

技能労働者の雇用環境の改善

○ 行政、元請、下請による一体的な取組○ 行政、元請、下請による一体的な取組

課題２

対策２

○ 売上高減少に伴う固定費削減方策とし

て、技能労働者の外部化、賃金の低下

等

○ 若年入職者が減少、技能・技術喪失の

危機

＜行政＞ 保険加入状況の確認強化、指導

＜元請＞ 下請指導責任の明確化

＜下請＞ 保険加入の徹底

○ 業種区分が実態と乖離のおそれ

○ 技術者ＤＢの整備・活用による

技術者の資質向上と適正配置の徹

底

○ 技術者ＤＢの整備・活用による

技術者の資質向上と適正配置の徹

底

○ 技術者の不適正配置が工事の品

質と施工の安全に影響

技術者の育成と適正配置

技術者データベースの整

備と業種区分の点検

○ 業種区分の点検と見直し○ 業種区分の点検と見直し

課題３

対策３

○ 施工管理を適切に行うことがで

きる人材の継続的育成
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「建設産業の再生と発展のための方策２０１１」 （概要） ②

○ 地域企業の適切な活用○ 地域企業の適切な活用

○ 段階選抜方式の活用推進○ 段階選抜方式の活用推進

○ 受発注者間の法令遵守ガイドラインの

策定

○ 受発注者間の法令遵守ガイドラインの

策定

○ 価格競争が激化し地域建設企業の疲弊

と品質への影響

○ 参加者多数の入札で受発注者の手続負

担増

公共調達市場と受発注者関係

入札契約制度改革の推進

○ 地方公共団体等におけるダンピング対

策の強化

○ 地方公共団体等におけるダンピング対

策の強化

対策４
課題４

海外展開支援策の強化

海外市場への積極的進出

○ 契約・リスク管理の強

化

○ 情報収集･提供､人材育

成の強化等

○ 投資協定の活用

○ 契約・リスク管理の強

化

○ 情報収集･提供､人材育

成の強化等

○ 投資協定の活用

課題５
○ 海外には膨大なインフ

ラ需要がある一方、受注

額が伸び悩み

対策５

○ 地域企業と地

域外企業の適切

な活用

○ 地域企業と地

域外企業の適切

な活用

○ 事業の早期着手のための

随意契約や指名競争入札の

活用等

○ 事業の早期着手のための

随意契約や指名競争入札の

活用等

東日本大震災

○ 被災地と原

発地域の企

業の支援

○ 特定の地域又は

業種で一時的に供

給不足となる可能

性

震災を受けた特別の対応
課題７ 対策７
○ 迅速かつ円

滑な復旧・

復興

○ 建設企業の役割を

発揮させるための

行政による支援等

○ 建設企業の役割を

発揮させるための

行政による支援等

○ 保険未加入企業の排除、技術者

適正配置の徹底 (再掲)

○ 保険未加入企業の排除、技術者

適正配置の徹底 (再掲)

○ 企業数としては過剰

○ 震災により一時的に建設需要が

増加しても、過剰供給構造そのも

のは変わらない

不良不適格業者の排除

○ 建設企業としての欠格要件の強

化

○ 建設企業としての欠格要件の強

化

○ 都道府県との連携強化○ 都道府県との連携強化

過剰供給構造の是正

対策６

課題６
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○○○○ 災害対応災害対応災害対応災害対応、、、、除雪除雪除雪除雪、、、、維持管理等維持管理等維持管理等維持管理等((((地域維持事業地域維持事業地域維持事業地域維持事業))))をををを担担担担えるえるえるえる企業企業企業企業がががが不足不足不足不足

地域社会の維持課題１

地域維持型の契約方式の導入対策１

※ 包括発注（一括契約、複数年契約等）や、地域建設企業の共同

体による受注

○ 地域維持事業の担い手確保に資する新たな契約方式（※）の導入
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○○○○ 法定福利費法定福利費法定福利費法定福利費をををを負担負担負担負担しないしないしないしない企業企業企業企業がががが、、、、人人人人をををを大切大切大切大切にするにするにするにする施工力施工力施工力施工力のあるのあるのあるのある企企企企

業業業業をををを駆逐駆逐駆逐駆逐しているおそれしているおそれしているおそれしているおそれ

課題２

対策２

○ 売上高減少に伴う固定費削減方策として、技能労働者の外部化、賃

金の低下等

○○○○ 若年入職者若年入職者若年入職者若年入職者がががが減少減少減少減少、、、、技能技能技能技能・・・・技術喪失技術喪失技術喪失技術喪失のののの危機危機危機危機

技能労働者の雇用環境の改善

保険未加入企業の排除

○ 行政、元請、下請による一体的な取組

＜行政＞ 保険加入状況の確認強化、指導

＜元請＞ 下請指導責任の明確化

＜下請＞ 保険加入の徹底
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○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保

○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築

実施後実施後実施後実施後５５５５年年年年をををを目途目途目途目途にににに、、、、企業単位企業単位企業単位企業単位ではではではでは許可業者許可業者許可業者許可業者のののの加入率加入率加入率加入率１００１００１００１００％、％、％、％、労働者単位労働者単位労働者単位労働者単位ではではではでは製造業相当製造業相当製造業相当製造業相当のののの加入状況加入状況加入状況加入状況をををを目指目指目指目指すすすす。。。。

これにより、

を実現

２２２２．．．．行政行政行政行政によるによるによるによる制度的制度的制度的制度的チェックチェックチェックチェック・・・・指導指導指導指導

①建設業許可・更新時の加入状況確認

・建設業許可・更新の申請時に保険加入状況を確認し、未加入

企業を指導。

②建設業担当部局による監督

・建設業法に基づく立入検査等により、保険加入状況、元請企

業の下請企業指導状況を確認・指導。指導・通報をしても、

なお保険関係法令に違反する企業に対する監督処分。

③経営事項審査の厳格化

・経営事項審査における保険区分の明確化、減点幅の拡大。

④社会保険担当部局（厚生労働省）との連携

・社会保険担当部局への通報、社会保険担当部局からの働きか

け。

○元請企業による下請指導

・施工体制台帳、再下請通知書、作業員名簿等により、下請企業の保

険加入状況を把握し、未加入企業を指導。

○元請企業・下請企業による重層下請構造の是正に向けた取組

・元請企業、下請企業（特に１次下請企業）による重層下請の抑制に

向けた啓発・指導。

・下請企業における適正な受注先企業の選定、未加入企業との請負契

約締結の抑止。

○建設企業（特に下請企業）における取組

・雇用関係にある社員と請負関係にある者の明確化・雇用化の促進。

・雇用関係にある者の保険加入徹底。

・業界における見積時の法定福利費の明示 等。

５５５５．．．．そのそのそのその他他他他①就労履歴管理システムの普及・活用 ②社会保険適用促進に向けた研究

①行政、建設業団体、関係団体による推進協議会の設置

（全国・地方ブロック(都道府県単位)で設置）

②各建設業団体による保険加入計画の策定・推進

③行政、関係団体、保険者等様々な主体による周知・啓発

①発注者への要請・周知、元請企業への指導

②業界における見積時の法定福利費の明示

③ダンピング対策 ④重層下請構造の是正

１１１１．．．．行政行政行政行政・・・・元請元請元請元請・・・・下請等下請等下請等下請等のののの関係者関係者関係者関係者がががが一体一体一体一体となったとなったとなったとなった

保険加入保険加入保険加入保険加入のののの推進推進推進推進

○ 下請企業を中心に、特に年金、医療、雇用保険に未加入の企業が存在

○ 技能労働者の処遇が低下し、若年入職者減少の一因

○ 適正に法定福利費を負担する企業ほど受注競争上不利

総合的対策総合的対策総合的対策総合的対策のののの推進推進推進推進総合的対策総合的対策総合的対策総合的対策のののの推進推進推進推進

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

目指目指目指目指すすすす姿姿姿姿目指目指目指目指すすすす姿姿姿姿

社会保険未加入問題への対策の概要

※平成２９年度までの中間時点でそれまでの実施状況を検証・評価し、対策の必要な見直しを行った上で、計画的に推進する。

３３３３．．．．建設企業建設企業建設企業建設企業のののの取組取組取組取組

４４４４．．．．法定福利費法定福利費法定福利費法定福利費のののの確保確保確保確保
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①営業所での取組 ②工事現場での取組国土交通省・都道府県（建設業担当部局）厚生労働省（社会保険担当部局）
建設企業（申請時）建設企業（営業時） 建設企業（元請）

加入勧奨・強制適用 施工体制台帳等を活用したチェック・指導許可・更新申請保険加入のチェック・指導保険加入に関する立入検査・指導（未加入の場合の監督処分）通報
建設労働者

建設企業
建設業団体

国・都道府県

（建設業担当部局）

発注者
（財）建設業振興基金 社会保険労務士会

就労履歴管理機関
学校・職業訓練機関

保険加入促進ネットワーク保険加入促進ネットワーク

経審申請保険加入のチェック・評価・指導
加入勧奨・強制適用

未加入企業に対する指導・（監督処分）受発注者間ガイドラインの遵守、発注時の考慮
雇用関係の明確化雇用者の保険加入 保険の仕組みを理解

経営改善・保険加入に関する相談受付 事務手続きの支援
保険加入のチェックシステム普及保険制度の啓発・優良企業等の情報提供 会員企業に情報提供加入企業の評価・支援

みんなで取り組む保険加入
～社会保険加入の徹底に向けた連携体制～

国土交通省・都道府県・駆け込みホットライン（建設業担当部局）厚生労働省（社会保険担当部局）通報 建設企業（下請）建設企業（再下請）
通報

国

（社会保険担当部局）未加入企業に対する加入勧奨・強制適用

発注者法定福利費の適正な考慮
通報 再下請通知書等を活用したチェック・指導立入検査・指導

○○○○ 技能労働者技能労働者技能労働者技能労働者のののの処遇処遇処遇処遇のののの向上向上向上向上、、、、建設産業建設産業建設産業建設産業のののの持続的持続的持続的持続的なななな発展発展発展発展にににに必要必要必要必要なななな人材人材人材人材のののの確保確保確保確保

○○○○ 法定福利費法定福利費法定福利費法定福利費をををを適正適正適正適正にににに負担負担負担負担するするするする企業企業企業企業によるによるによるによる公平公平公平公平でででで健全健全健全健全なななな競争環境競争環境競争環境競争環境のののの構築構築構築構築

目目目目 的的的的目目目目 的的的的

○○○○ 行政行政行政行政、、、、元請元請元請元請、、、、下請下請下請下請などなどなどなど関係者関係者関係者関係者がががが一体一体一体一体となってとなってとなってとなって建設業界建設業界建設業界建設業界のののの保険加入徹底保険加入徹底保険加入徹底保険加入徹底にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ。。。。

○○○○ 営業所営業所営業所営業所・・・・工事現場工事現場工事現場工事現場でのでのでのでの取組取組取組取組のほかのほかのほかのほか、、、、保険加入促進保険加入促進保険加入促進保険加入促進ののののネットワークネットワークネットワークネットワークをををを構築構築構築構築してしてしてして保険加入保険加入保険加入保険加入をををを推進推進推進推進・・・・支援支援支援支援するするするする。。。。

取取取取 組組組組取取取取 組組組組

③関係者が連携して保険加入を推進・支援
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建設業団体社会保険担当部局（厚労省、年金機構） 建設業担当部局（国交省） 関係団体
保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会

【【【【全国全国全国全国、、、、地方地方地方地方ブロックブロックブロックブロック（（（（都道府県単位都道府県単位都道府県単位都道府県単位））））でででで設置設置設置設置】】】】

実施方針実施方針実施方針実施方針実施方針実施方針実施方針実施方針

○取組を着実に推進するため、社会保険未加入対策を行政・元請・下請が一体となって継続的に実施する「保険未加入

対策推進協議会」を設立

○ 各団体の取組を共有し、継続的にフォローを行う

○ 効果的な取組を共有、周知啓発の取組方針等を議論

推進体制推進体制推進体制推進体制ののののイメージイメージイメージイメージ推進体制推進体制推進体制推進体制ののののイメージイメージイメージイメージ

下請企業・労働者

参加情報共有 情報提供 参加
保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会のののの概要概要概要概要
保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会保険未加入対策推進協議会のののの概要概要概要概要

【構成】

・建設業担当部局（国交省、地方は都道府県も参加）

・社会保険担当部局（厚労省、日本年金機構）

・建設業団体、関係団体、労働者団体

・学識経験者

【協議会が行う主な取組】

・参加団体等を通じた建設企業及び労働者に対する周

知・啓発の推進

・参加団体ごとの社会保険加入状況の定期的把握

・各参加団体による取組のとりまとめと定期的フォロー

アップ

・加入促進に向けた効果的な取組の共有

・構成員間の意見交換

【ワーキンググループの設置】

・全国協議会の下にワーキンググループを設置

・構成員は、行政担当者、建設業団体

・関係者による意見交換・認識共有を行うとともに、全国

協議会の運営に必要な事項を話し合う。

会員企業

学識経験者労働者団体
情報共有 参加 情報共有参加加入計画 参加情報提供 参加

加入計画
加入計画

都道府県（※ 地方ブロック協議会）
情報共有 参加

１－１ 取組の推進体制
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（建設業許可部局）

地方整備局等

都道府県

申請業者

①許可・更新申請

保険加入状況を記載し

た書面を添付

②未加入企業に対する

指導書の送付

③加入状況の報告

（保険担当部局）

地方労働局

年金事務所

（未加入の場合）

④通報

⑤加入指導、保険関係法令に

基づく措置

申請時申請時申請時申請時にににに提出提出提出提出をををを求求求求めるめるめるめる書類書類書類書類

○許可及び更新（５年に一度）の申請時に新たに次の書類を提出させる。

①保険加入の有無等を記載した書面

②確認資料

・雇用保険：労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書及び領収済

通知書

・健康保険・厚生年金保険：領収証書又は社会保険料納入証明書

１ 建設業許可・更新の申請時の添付書類に保険加入状況を記

載した書面を追加する（建設業法施行規則第４条第１項を改正）。

２ 上記書面により保険加入状況を確認する。

３ 未加入企業に対しては、文書により、保険加入を指導する。

４ 指導をしても保険に未加入の場合には、厚生労働省に通報す

る。

保険未加入保険未加入保険未加入保険未加入のののの場合場合場合場合のののの対応対応対応対応

○建設業の許可及び更新の申請を不許可とする取扱はせず、許

可を行うと同時に指導文書を送付する。

○保険加入の報告を求める。

○更に指導をしても、なお保険未加入の場合は、保険担当部局に

通報する。

・健康保険、年金→日本年金機構（年金ブロック本部）

・雇用保険→地方労働局

＜通報の内容＞

・企業名、所在地

・未加入の保険種類（雇用、医療、年金） 等

概概概概 要要要要
概概概概 要要要要

スキームスキームスキームスキームスキームスキームスキームスキーム

２－１ 建設業許可・更新時の保険加入状況の確認・指導

○ 建設業の許可・更新の申請者に、保険加入状況を記載した書面を提出させることにより、建設業担当部局において保険加

入状況を確認し、未加入企業に対する加入指導を行う。

21212121



（建設業監督部局）

地方整備局等

都道府県

建設業を営

む者

①立入検査による保険加

入状況の確認

②未加入者に対する指導

③加入状況の報告

（保険担当部局）

地方労働局

年金事務所

（未加入の場合）

④通報

⑤加入指導、保険関係法令に

基づく措置

事業所事業所事業所事業所へのへのへのへの立入検査立入検査立入検査立入検査

○建設業担当部局による立入検査により、保険加入状況を必要な書

類を提出させることで確認する。

○保険料の申告書、領収済通知書等により、企業単位での加入状況

を確認するほか、労働者名簿で雇用者を把握し、労働者単位の加

入状況を以下の書類により確認する。

・賃金台帳（保険料の控除の状況）

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（雇用保険）

・健康保険・厚生年金保険資格取得確認および標準報酬決定通知

書（健康保険・厚生年金保険）

○未加入企業に対しては、文書により保険加入を指導し、一定期間後、

加入状況の報告を求める。

○指導をしても、なお保険未加入の場合は、保険担当部局に通報する。

○ 建設業法第３１条に基づく立入検査において、保険加入状況

及び下請指導状況を確認する。

① 事業所への立入調査

労働者名簿、賃金台帳、保険関係書類を確認することにより、

企業単位、労働者単位での保険加入状況を確認する。

② 工事現場への立入調査（建設業法施行令第７条の３の改正が前提）
特定建設業者による下請企業への指導状況を確認する。

工事現場工事現場工事現場工事現場へのへのへのへの立入検査立入検査立入検査立入検査

○特定建設業者の指導が適切に行われているかを立入検査により確

認・指導する。

・下請企業の保険加入の確認指導状況を聴取

・特定建設業者として把握を行っているか（作業員名簿等による確

認状況）

・未加入企業に対する指導は行っているか 等

○下請指導が適正に行われていない場合（全く確認していない、未加

入企業が多い等）は、特定建設業者に対する指導を行う。

概概概概 要要要要
概概概概 要要要要

スキームスキームスキームスキームスキームスキームスキームスキーム

特定建設業

者

①下請指導状況の確認、

指導

２－２ 建設業担当部局による監督

○ 建設業担当部局により、事業所への立入検査による保険加入状況の確認、工事現場への立入検査による下請指導状況

の確認を行う。

建設業法建設業法建設業法建設業法にににに基基基基づくづくづくづく監督処分監督処分監督処分監督処分

○指導・通報をしてもなお加入が見込まれない企業に対して、建設

業法に基づく監督処分を行うことを検討する。 22222222
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「みんなで取り組む」建設業の保険加入
～平成２４年７月から、新たな取組みがスタートします～

建設業の社会保険未加入対策の一環として、省令等（※）の改正が行われました（H24.5.1公布）。

これを受け、次のとおり、新たな取組みがスタートします。

○ 建設業の許可・更新の申請時に、新たに保険加入状況を記載した書面を提出していただきます。

国・都道府県の建設業担当部局は、申請者の保険加入状況を確認し、未加入であることが判明した企業に対しては、

加入指導を実施します。

（３） 平成24年11月より、施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要となります。

○ 施工体制台帳に、特定建設業者及び下請企業の保険加入状況を記載していただきます。また、下請企業には、 再下

請企業の保険加入状況を特定建設業者に通知していただきます。

国・都道府県の建設業担当部局は、営業所への立入検査による保険加入状況の確認を行うとともに、工事現場への

立入検査による施工体制台帳等の確認を行い、元請企業による下請企業への指導状況の確認を実施します。

（１） 平成24年7月より、保険未加入企業に対する経営事項審査の評価が厳しくなります。

○ 経営事項審査について、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険への未加入企業に対する減点幅が拡大されます。

（３保険すべてに未加入の場合：現行▲６０点→改正後▲１２０点）

（規則第4条・様式（新）第20号の3関係）

（規則第14条の2・第14条の4関係）

（規則様式第25号の11・第25号の12、告示第1の4の1・付録第2関係）
（２） 平成24年11月より、許可申請書に、保険加入状況を記載した書面の添付が必要となります。

（※） 建設業法施行規則 （昭和24年建設省令第14号）建設業法第27条の23第3項の経営事項審査の項目及び基準を定める件（平成20年国土交通省告示第855号)
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○ 社会性等（Ｗ）の労働福祉の状況において、「雇用保険」、「健康保険及び厚生年金保険」に未

加入の場合に減点措置を行っている。

○ 技能労働者の適正な雇用環境及び企業間の健全な競争環境の確保を図るために関係者が

一体となって推進する社会保険未加入対策の一環として、社会保険加入状況の適正な評価及び

社会保険への一層の加入促進を図る観点から、項目区分及び減点幅を見直す必要がある。

点数

Ｗ点への

影響

Ｐ点への

影響

雇用保険 ▲ 30 ▲ 285 ▲ 43

健康保険及び

厚生年金保険

▲ 30 ▲ 285 ▲ 43

合計 ▲ 60 ▲ 570 ▲ 86

点数

Ｗ点への

影響

Ｐ点への

影響

雇用保険 ▲ 40 ▲ 380 ▲ 57

健康保険 ▲ 40 ▲ 380 ▲ 57

厚生年金保険 ▲ 40 ▲ 380 ▲ 57

合計 ▲ 120 ▲ 1140 ▲ 171

項目分割
減点幅拡大

現行 改正後

現行基準の課題

社会保険未加入企業への減点措置の厳格化社会保険未加入企業への減点措置の厳格化

改正の概要

○ 「健康保険及び厚生年金保険」を、「健康保険」と「厚生年金保険」に区分する。

○ 「雇用保険」「健康保険」「厚生年金保険」について、未加入の場合の減点幅をそれぞ

れ▲４０点とする。

最大で８５点の

減点幅拡大
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健康保険及び厚生年金保険

加入有 加入無 適用除外

雇
用
保
険

加入有 影響なし 影響あり 影響なし

加入無 影響あり 影響あり 影響あり

適用除外 影響なし 影響あり 影響なし

再審査の取扱いについて

（保険未加入企業への減点措置の厳格化関係）

再審査の取扱いについて

（保険未加入企業への減点措置の厳格化関係）

【現行の加入有無による改正の影響】

○ 既に受審した経営事項審査において、いずれの保険も「加入有」又は「適用除外」とされている

場合においては、新基準による再審査を受けた場合も総合評定値に影響はないが、いずれか一

つの保険について「加入無」とされている場合には、総合評定値が変わることとなる。

○ 発注者が、今後の競争参加資格審査において、下表のうち「影響なし」とされているケースに

ついては旧経審の使用を認める旨の取扱いを行った場合、再審査の受審が必要となる建設業

者は下表のうち「影響あり」とされる企業に限定される。

参考参考参考参考
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元請企業による下請指導（ 改正に向けた方向性）元請企業による下請指導（ 改正に向けた方向性）

建設業の許 可 許 可 業 種 許 可 番 号 許可（更新）年月日土、建、電、管、工事業 大臣 特定知事 一般 第○○○号 平成元年○月○日電気通信 工事業 大臣 特定知事 一般 第○○○号 平成元年○月○日
工事名称及び工事内容 ○○○ビル新築工事／建築一式（地上５階、地下１階 延床面積 ５，４００㎡）発注者及び住所 ○○興業株式会社〒111-1123 ○○県○○市字○○１－１－１工 期 自 平成２３年８月１日至 平成２４年３月３１日 契約日 平成２３年７月３１日契 約営業所 区 分 名 称 住 所元請契約 本 社 ○○県○○市字○○１－２－３下請契約 ○○支店 ○○県○○郡○○町○○１００発注者の監督員名 ○○ 次郎 権限及び意見申し出方法 契約書記載のとおり監督員名 ○○ 一郎 権限及び意見申し出方法 契約書記載のとおり現 場代理人名 ○○ 伊知郎 権限及び意見申し出方法 契約書記載のとおり

建設業の許 可 施工に必要な業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日とび 土工鉄筋、大工 工事業 大臣 特定知事 一般 第○○○号 平成２年○月○日工事業 大臣 特定知事 一般 第○○○号 平成２年○月○日
現場代理人名 ○○ 太郎権限及び意見申し出方法 契約書記載のとおり主任技術者 ○○ 一郎権限及び意見申し出方法 契約書記載のとおり

安全衛生責任者名 ○○ 太郎安全衛生推進者名 ○○ 三郎雇用管理責任者名 ○○ 二郎専門技術者名資格要件担当工事内容

≪下請負人に関する事項≫

施工体制台帳

［会社名］ 国土交通建設株式会社

［事業所名］ ○○ビル作業所

平成２３年８月１１日 会社名 ○○土木株式会社 代表者名 ○○ 真一住 所 〒111-1123○○県○○市字○○２－３－６工事名称及び工事内容 ○○○ビル新築工事 ／コンクリート工、足場等仮設工、鉄筋工、型枠工工 期 自 平成２３年８月１０日至 平成２３年１２月２０日 契約日 平成２３年８月１０日
イメージ
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建設業の許 可 施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日鉄筋 工事業 大臣 特定知事 一般 第○○号 平成元年○月○日工事業 大臣 特定知事 一般 第○○号 平成 年 月 日
工事名称及び工事内容 ○○○ビル新築工事／建築一式（地上５階、地下１階 延床面積 ５，４００㎡）工 期 自 平成２３年８月１日至 平成２４年３月３１日 注文者との契約日 平成２３年７月３１日 建設業の許 可 施工に必要な業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日とび 土工鉄筋、大工 工事業 大臣 特定知事 一般 第○○○号 平成２年○月○日工事業 大臣 特定知事 一般 第○○○号 平成２年○月○日
監督員名権限及び意見申し出方法現場代理人名 ○○ 伊知郎権限及び意見申し出方法 基本契約約款記載のとおり主任技術者 ○○ 一郎資格内容 二級建築施工管理技士（躯体）

安全衛生責任者名 ○○ 太郎安全衛生推進者名 ○○ 三郎雇用管理責任者名 ○○ 二郎専門技術者名資格内容担当工事内容

≪下請負関係≫ 再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。【報告再下請負業者】〒110-8940住所 ○○県○○市字○○１会社名代表者名
平成２３年８月１１日 会社名 ○○土木株式会社 代表者名 ○○ 真一住 所 〒111-1123○○県○○市字○○２－３－６工事名称及び工事内容 ○○○ビル新築工事 ／コンクリート工、足場等仮設工、鉄筋工、型枠工工 期 自 平成２３年８月１０日至 平成２３年１２月２０日 契約日 平成２３年８月１０日

現場代理人名 ○○ 太郎権限及び意見申し出方法 基本契約約款記載のとおり主任技術者 専任非専任 ○○一郎資格内容 実務経験（指定学科５年・とび土工）
安全衛生責任者名 ○○ 太郎安全衛生推進者名 ○○ 三郎雇用管理責任者名 ○○ 二郎専門技術者名資格内容担当工事内容

再 下 請 通 知 書直近上位注文者名元請名称 国土交通建設（株）≪自社に関する事項≫
イメージ

元請業者による下請指導② （改正に向けた方向性）

27272727



海外子会社の経営実績の評価海外子会社の経営実績の評価

○海外子会社による事業展開の適正な評価及び建設業者の海外進出意欲の醸成を図る

改正の目的改正の目的

改正の概要改正の概要

①海外子会社の完成工事高（Ｘ１）

進出先国の規制等への対応のため、海外子会社により事業を展開している

企業についても適正に評価（なお、現在、海外支店の経営実績については

評価の対象）

海外子会社の経営規模に係る以下の数値について評価の対象とする（国土交通大臣が

認定）

②海外子会社の利益額及び自己資本額（Ｘ２）

※本邦親会社の利益額及び自己資本額と合算して認定

28282828



保険未加入企業の排除事例
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【【【【膏森県膏森県膏森県膏森県】】】】 （出典)平成22年度青森県建設工事競争入札参加資格審査申請の手引き）
第１ 建設工事競争入札参加資格審査申請の概要

５ 申請できる要件

次のすべてに該当している方が資格審査を申請することができます。

⑦ 労働保険及び社会保険に加入し、かつその保険料の未納がないこと

【【【【岩手県岩手県岩手県岩手県】】】】 （出典）平成23・24  年度県営建設工事競争入札参加資格審査申請の手引き
２ 申請要件

（１） 申請者に係る欠格要件(申請できない者)

④ 雇用する労働者(適用除外の者を除く。)が雇用保険の被保険者となったこと並びに健康保険及び厚生年金保険の適用事業所となっ

たことについて関係機関に届出 を行っていない者

【【【【秋田県秋田県秋田県秋田県】】】】 （出典）平成23・24年度適用入札参加資格審査について
３ 格付要件

⑥社会保険の加入条件

・社会保険（健康保険及び厚生年金保険）加入義務のある事業所で、社会保険に未加入である場合は格付けしない。

平成23・24年度適用定期年審査に限り、平成23年1月31日までに加入が認められたものについては審査対象期間とする（特例審査）。
ただし、次回中間年（24年適用）審査においては、審査基準日を対象として判断し、特例審査を認めない。

【【【【愛知県愛知県愛知県愛知県】】】】 （出典）平成22・23年度入札参加資格審査申請要領(建設工事
１ 申請者の要件

資格審査を希望される方は、次の要件を満たしていることが必要です。

（２）愛知県が独自に設定する要件

雇用する労働者が雇用保険の被保険者となったこと並びに健康保険及び厚生年金保険の適用事業所となったことについて関係機関に

届出を行っていること(ただし、届出を行う義務のない者を除く)。

【【【【鳥取県鳥取県鳥取県鳥取県】】】】 （出典）鳥取県告示第４３３号（平成23年7月26日）
１ 入札参加資格

入札参加資格は、入札の参加を希望する建設工事の種類ごとに、次に掲げる要件を満たすものに対して付与する。

（６）県内に本店を有するものにあっては、２の（１）のアの（ア）のｇに定める労働保険料納付証明書に未納額がないこと。



保険未加入企業の排除事例
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２ 申請手続

（１） 提出手続

ア 平成24年度鳥取県建設工事入札参加資格審査申請書、入札参加、資格希望票及び次に掲げる書類

（ア） 県内に本店を有する建設業者

ｇ 鳥取県労働局が発行する労働保険料に未納がないことを証する労働保険料納付証明書（入札参加資格申請を行う日の属する月

又は当月の前月に納付されたものに限る。）

【【【【岡山県岡山県岡山県岡山県】】】】 （出典)平成24・25年度 岡山県建設工事競争入札参加資格審査申請の手引
１ 申請者の資格要件

審査を受けるためには、次の要件を備えていなければなりません。

（５） 建設業に係る労働者災害補償保険に加入していること。

※基幹番号が６で始まるもの又は９で始まって末尾が５（一人親方の場合は末尾８）であるなど建設業に係る労働災害補償保険であるも

のに限る。

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県】】】】 （出典）（平成24 年度追加分）一般競争入札（指名競争入札）参加資格審査申請書【建設工事】作成の手引き
第１ 一般競争入札（指名競争入札）参加資格審査申請書の提出要領

５ 申請書類の作成方法

（６） 社会保険料納入証明（確認）書（原本で、未納がないことを証明したもの）

【【【【熊本県熊本県熊本県熊本県】】】】 （出典）熊本県工事入札参加資格審査格付要綱
（入札参加者資格の認定除外）

第３条 次の各号のいずれかに該当すると認められる者については、その事実があった後２年間入札参加資格を認定しないことができる。

（10） 労賃の不払若しくは支払いの遅延のある者又は労災保険料の納付を怠っている者。

【【【【沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県】】】】 （出典）[平成23・24年度〕沖縄県建設工事入札参加資格審査申請書提出要領
３ 建設工事入札参加資格申請要件

（１） 申請要件（※基準日は申請の日とする。）

次の①から⑪を全て満たしていること。

① 健康保険及び厚生年金保険に加入していること。（個人事業者で従業員が 4 人以下のため適用が除外されている場合を除く）

② 雇用保険に加入していること。（従業員が一人もいないため適用が除外されている場合を除く）



○ 技術者ＤＢの整備・活用による技術者の資質向上と適正配置の徹底○ 技術者ＤＢの整備・活用による技術者の資質向上と適正配置の徹底

○ 業種区分の点検と見直し○ 業種区分の点検と見直し

対策３

○ 業種区分が実態と乖離のおそれ

○○○○ 技術者技術者技術者技術者のののの不適正配置不適正配置不適正配置不適正配置がががが工事工事工事工事のののの品質品質品質品質とととと施工施工施工施工のののの安全安全安全安全にににに影響影響影響影響

課題３

○ 施工管理を適切に行うことができる人材の継続的育成

技術者の育成と適正配置

技術者データベースの整備と業種区分の点検

31313131



○ 地域企業の適切な活用○ 地域企業の適切な活用

○ 段階選抜方式の活用推進○ 段階選抜方式の活用推進

○ 受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定○ 受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定

○ 価格競争が激化し地域建設企業の疲弊と品質への影響

○ 参加者多数の入札で受発注者の手続負担増

公共調達市場と受発注者関係

入札契約制度改革の推進

○○○○ 地方公共団体等地方公共団体等地方公共団体等地方公共団体等におけるにおけるにおけるにおけるダンピングダンピングダンピングダンピング対策対策対策対策のののの強化強化強化強化○○○○ 地方公共団体等地方公共団体等地方公共団体等地方公共団体等におけるにおけるにおけるにおけるダンピングダンピングダンピングダンピング対策対策対策対策のののの強化強化強化強化

対策４

課題４

32323232



海外市場への積極的進出課題５

○ 海外には膨大なインフラ需要がある一方、受注額が伸び悩み

海外展開支援策の強化

○ 契約・リスク管理の強化

○ 情報収集･提供､人材育成の強化等

○ 投資協定の活用

○ 契約・リスク管理の強化

○ 情報収集･提供､人材育成の強化等

○ 投資協定の活用

対策５

33333333



○○○○ 保険未加入企業保険未加入企業保険未加入企業保険未加入企業のののの排除排除排除排除、、、、技術者適正配置技術者適正配置技術者適正配置技術者適正配置のののの徹底徹底徹底徹底 ((((再掲再掲再掲再掲))))○○○○ 保険未加入企業保険未加入企業保険未加入企業保険未加入企業のののの排除排除排除排除、、、、技術者適正配置技術者適正配置技術者適正配置技術者適正配置のののの徹底徹底徹底徹底 ((((再掲再掲再掲再掲))))

○ 企業数としては過剰

○ 震災により一時的に建設需要が増加しても、過剰供給構造そのもの

は変わらない

不良不適格業者の排除

過剰供給構造の是正

○ 建設企業としての欠格要件の強化○ 建設企業としての欠格要件の強化

○ 都道府県との連携強化○ 都道府県との連携強化

課題６

対策６

34343434



不良不適格業者の排除に係る経緯

H7 「建設産業政策大綱」「（不良不適格業者とは、）建設業においては技術力、施工力を全く有しないペーパーカンパニーや経営を暴力団が支配している企業等建設業法に違反する企業のみならず、建設業法上の要件は満たしているものの、対象工事の規模や必要とされる技術力から見て適切な施工に不安のあるものや、過大受注により施工が満足に行えない企業を含む。」

不良不適格業者の定義不良不適格業者の定義

S62 「今後の建設産業政策の在り方について（第1次答申）」（中央建設業審議会答申）「施工能力や資力信用に欠ける者、不誠実な者が建設市場に不当に参入している実態にかんがみ、これらの不良・不適格業者を排除する施策を強力に推進するとともに、業界の自助努力を積極的に支援する誘導施策を適切に講じていく必要がある。」

H16 「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成16年国総入企第26号）「適切な施工を行おうとしない不良不適格業者の放置は、適正な競争を妨げ、コスト縮減等の支障となるとともに、技術力・経営力を向上させようとする優良な建設業者の意欲を削ぎ、ひいては建設業の健全な発展を阻害するものである。」
H19 「建設業法令遵守ガイドラインについて」（平成19年国総建第100号）「建設業においては、従来から、適切な施工能力を有しない、いわゆるペーパーカンパニーなどの不良不適格業者の存在を始め、一括下請負、技術者の不専任、不適正な元請下請関係等の法令違反が問題となっており、このような状況下で、建設業に関する国民の信頼の回復、建設業の魅力向上のため、建設業者が法令遵守を徹底することが求められております。」

H10 「不良不適格業者排除対策について」（平成10年建設省経入企発第42号・自治行第90号）「技術力・施工力を全く有しないペーパーカンパニー、経営を暴力団が支配している企業、必要とされる技術者の配置を行わない企業等不良不適格業者の市場からの排除の徹底に取り組まれるようお願いします。」
H12 「建設産業構造改善推進３カ年計画」「自ら施工管理を行わない者、必要な技術者を雇用しない者、品質を疎かにして手抜きをする者など、数多くの不良・不適格業者が公共工事を受注し、適正な競争を妨げているとの指摘がある。」

H4 「一括下請負の禁止について」（平成4年建設省経建発第379号）「一括下請負を容認すると、（中略）、施工能力のない商業ブローカー的不良建設業者の輩出を招くことにもなりかねず、建設業の健全な発達を阻害するおそれがあります。」

35353535

ＨＨＨＨ２３２３２３２３ 「「「「建設産業建設産業建設産業建設産業のののの再生再生再生再生とととと発展発展発展発展のためののためののためののための方策方策方策方策２０１１２０１１２０１１２０１１」」」」

今後特今後特今後特今後特にににに排除排除排除排除にににに取取取取りりりり組組組組むべきむべきむべきむべき不良不適格業者不良不適格業者不良不適格業者不良不適格業者

→→→→ 保険未加入保険未加入保険未加入保険未加入のののの企業企業企業企業・・・・技術者技術者技術者技術者のののの不適正配置不適正配置不適正配置不適正配置をををを行行行行っているっているっているっている企業企業企業企業



期間：平成２３年１１月１日～３０日

主催

国土交通省・都道府県

実施内容

・建設業者を対象にした建設業法令遵守

に関する講習会の開催

・立入検査等の実施

・各地方整備局等と各都道府県による自

主的な事業

建設業の請負契約における不適切な取引が指摘されていることから、建設業取引の適

正化について、国土交通省と都道府県が連携して集中的に取り組む「建設業取引適正化推

進月間」を実施し、建設業取引の適正化の推進を図る。

趣旨

建設業取引適正化推進月間

講習会の開催、立入検査等の実施

建設業取引適正化推進月間の実施（毎年１１月）
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下請下請下請下請をををを泣泣泣泣かせていませんかかせていませんかかせていませんかかせていませんか？？？？

11月月月月はははは建設業取引適正化推進月間建設業取引適正化推進月間建設業取引適正化推進月間建設業取引適正化推進月間ですですですです！！！！！！！！

★★★★該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは□□□□ににににチェックチェックチェックチェックをををを入入入入れてれてれてれて下下下下さいさいさいさい

入札契約適正化指針入札契約適正化指針入札契約適正化指針入札契約適正化指針がががが改正改正改正改正されされされされ、、、、

保険未加入企業保険未加入企業保険未加入企業保険未加入企業はははは不良不良不良不良・・・・不適格業者不適格業者不適格業者不適格業者とととと位置付位置付位置付位置付けられけられけられけられ

ましたましたましたました

詳細は裏面

を御覧下さい

建設業取引適正化推進月間 一斉点検チラシ（Ｈ２３）
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□□□□ ①①①① 下請下請下請下請のののの見積見積見積見積をををを一方的一方的一方的一方的にににに値切値切値切値切っているっているっているっている。。。。

□□□□ ②②②② 着工後着工後着工後着工後（（（（追加追加追加追加、、、、変更含変更含変更含変更含むむむむ））））にににに下請下請下請下請からからからから見積見積見積見積をををを取取取取ったりったりったりったり、、、、契約契約契約契約をしたりしているをしたりしているをしたりしているをしたりしている。。。。

□□□□ ③③③③ 常常常常にににに契約書契約書契約書契約書はははは交交交交わしているがわしているがわしているがわしているが、、、、契約日契約日契約日契約日はははは工事着工前工事着工前工事着工前工事着工前にににに遡遡遡遡ることもあるることもあるることもあるることもある。。。。

□□□□ ④④④④ 下請下請下請下請からからからから引渡引渡引渡引渡のののの申申申申しししし出出出出をををを受受受受けてからけてからけてからけてから５０５０５０５０日日日日をををを超超超超えてえてえてえて下請代金下請代金下請代金下請代金のののの支払支払支払支払いをしているいをしているいをしているいをしている。。。。

□□□□ ⑤⑤⑤⑤ 下請下請下請下請にはにはにはには、、、、労務費労務費労務費労務費をををを含含含含めてめてめてめて手形手形手形手形でででで支払支払支払支払っているっているっているっている。。。。

□□□□ ⑥⑥⑥⑥ 工事期間中工事期間中工事期間中工事期間中のみのみのみのみ、、、、主任技術者主任技術者主任技術者主任技術者をををを雇用雇用雇用雇用してしてしてして現場現場現場現場にににに配置配置配置配置しているしているしているしている。。。。

□□□□ ⑦⑦⑦⑦ 専任専任専任専任のののの主任技術者主任技術者主任技術者主任技術者がががが他他他他のののの工事工事工事工事にもにもにもにも従事従事従事従事しているしているしているしている。。。。

□□□□ ⑧⑧⑧⑧ 無許可業者無許可業者無許可業者無許可業者とととと500万円以上万円以上万円以上万円以上のののの下請契約下請契約下請契約下請契約をしているをしているをしているをしている。。。。

□□□□ ⑨⑨⑨⑨ 現場現場現場現場にはにはにはには、、、、自社自社自社自社のののの技術者技術者技術者技術者をををを置置置置いているがいているがいているがいているが、、、、実際実際実際実際のののの工程管理工程管理工程管理工程管理などはなどはなどはなどは下請下請下請下請にににに任任任任せきりにしているせきりにしているせきりにしているせきりにしている。。。。

□□□□ ⑩⑩⑩⑩ 下請下請下請下請のののの主任技術者主任技術者主任技術者主任技術者やややや施工内容施工内容施工内容施工内容をををを把握把握把握把握していないしていないしていないしていない。。。。



○ 地域企業と地域外企業の適切な活用○ 地域企業と地域外企業の適切な活用

○ 事業の早期着手のための随意契約や指名競争入札の活用等○ 事業の早期着手のための随意契約や指名競争入札の活用等

東日本大震災

○ 被災地と原発地域の企業の支援

○ 特定の地域又は業種で一時的に供給不足となる可能性

震災を受けた特別の対応

課題７

対策７

○ 迅速かつ円滑な復旧・復興

○ 建設企業の役割を発揮させるための行政による支援等○ 建設企業の役割を発揮させるための行政による支援等

38383838



③ 国土交通省の経営・金融支援策

39393939



国土交通省の新分野進出等取組事例

○モデル事業（H15～H21）

○建設業と地域の元気回復助成事業（H２1～H22）

○建設業の連携によるフロンティア事業（H23～H24）

○○○○建設企業建設企業建設企業建設企業のためののためののためののための経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略アドバイザリーアドバイザリーアドバイザリーアドバイザリー事業事業事業事業（（（（H23～）～）～）～）

※年度は実質的な事業取り組み期間

40404040
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建設業と地域の元気回復助成事業（近畿）

42424242



建設企業が連携の強化を図り、技能者等を新規に雇用することにより、維持管理、エコ建築、耐震、リ

フォーム等の成長が見込まれる市場の開拓を図る取り組みに対して、連携事業に関する検討や試行的実施

に当たって必要となる経費を助成。

・専門家による指導、職員の研修

・新事業立ち上げに当たっての障害除去

・資機材の確保・活用

・販路開拓、広報

・連携事業の試行的実施

・その他

建設企業の連携によるフロンティア事業

●少なくとも２社以上の建設企業の連携体

●技能者、技術者、若年者その他の事業に必要な者を新た

に１名以上雇用

※異業種等を連携体に加えることは可

●上限１０００万円を助成

（希望により、概算払で助成を受けることもできます。）

●９１の連携体を採択

連携体連携体連携体連携体

※事業実施期間は最長で平成２４年１２月まで

成長成長成長成長がががが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる市場市場市場市場のののの開拓開拓開拓開拓

国（事業資金は（財）建設業振興基金により助成）国（事業資金は（財）建設業振興基金により助成）

※分野は申請内容により複数該当

※公募期間：平成２３年２月１５日～２月２８日

※事業期間：平成２３年５月下旬～最長で平成２４年１２月まで

分野別分野別分野別分野別のののの状況状況状況状況

◆全国から251件の応募があり、審査選定

委員会の審査を経て、91件を選定。

43434343



フロンティア事業選定事業者 1 京都府 建設会社による農林事業の新たなる雇用の創出をめざして 丹後Ｅｃｏサイクル 株式会社マルキ建設2 京都府 林業合理化及び木材安定供給をテーマとした林業施業システムの開発 木材自給率50％の基点となる路網整備を核とした林建共同体 協栄建設株式会社3 京都府 滞在型市民農園開設への進出ならびに滞在型市民農園に設置するコテージの開発 美山クラインガルテン連携体 ニシオサプライズ株式会社4 京都府 木質路面材と林建協業ビジネスモデルの展開 木の町推進グループ 大西建設工業株式会社5 京都府 伐採竹を活用した、「京都発・無添加豚」の養豚事業の試行的実施および普及事業 「京都発無添加豚の養豚実証事業」連携体 株式会社玉井道路6 大阪府 『長期優良住宅耐震システムを構築する事業』 『長期優良住宅耐震システム研究会』 株式会社アク ト7 大阪府 専門工事業によるCM、オープンブックによるマンション大規模修繕モデルの構築 関西分譲住宅仕上業協同組合 関西分譲住宅仕上業協同組合8 大阪府 住まいひょうか君を活用した既存住宅活性化事業のシステム基盤づくり 住まい評価推進協議会 大長ハウス株式会社9 大阪府 既設電柱補強製品・工法推進事業 既設電柱補強工法推進共同企業体 株式会社ヒシモト10 大阪府 全国の工場・店舗のメンテナンス・改修を環境対応型で行う仕組みの構築 環境に配慮したFM推進協議会 株式会社野畑板金11 兵庫県 計画修繕工事におけるCM方式のノウハウ構築と普及 マンションの計画修繕工事専門CMモデル構築協議会 株式会社ウェイズ12 兵庫県 泥鰌の内水面における養殖技術の開発 こうのとり泥鰌環境復活推進連携体 株式会社田中工務店13 奈良県 万葉の楽園プロジェクト　～大和シャクヤクの復活を目指して～ 万葉の楽園協議会 八房建設株式会社14 奈良県 ～ 雲母（キララ）の地からはじまる次世代産業 ～　” 宇陀アグリプロジェクト ” ＡＡＡ （トリプル・エ－）Ａkino　Ａgricultures　Ａssociation 株式会社小松原工務店15 奈良県 「町家」リフォーム・新築市場の開拓拡大事業 「町家」リフォーム・新築市場の開拓拡大協議会 株式会社中尾組16 和歌山県 地域資源(主として、間伐材)を有効利用した商品、工法開発 地域資源利用協議会 有限会社クスベ産業

近畿

フロンティアフロンティアフロンティアフロンティア事業選定事業者事業選定事業者事業選定事業者事業選定事業者

○○○○応募件数応募件数応募件数応募件数

・・・・全国全国全国全国・・・・・・・・・・・・・・・・２５１２５１２５１２５１件件件件

・・・・近畿近畿近畿近畿・・・・・・・・・・・・・・・・ ５２５２５２５２件件件件

○○○○選定件数選定件数選定件数選定件数

・・・・全国全国全国全国・・・・・・・・・・・・・・・・ ９１９１９１９１件件件件

・・・・近畿近畿近畿近畿・・・・・・・・・・・・・・・・ １６１６１６１６件件件件

44444444



フロンティア事業選定事業者（追加配分）

45454545

応募事業名応募事業名応募事業名応募事業名 連携体名連携体名連携体名連携体名 事業管理者事業管理者事業管理者事業管理者
近畿

21 京都府 建設会社による農林事業の新たなる雇用の創出をめざして 丹後Ｅｃｏサイクル 株式会社マルキ建設22 京都府 林業合理化及び木材安定供給をテーマとした林業施業システムの開発 木材自給率50％の基点となる路網整備を核とした林建共同体 協栄建設株式会社23 京都府 木質路面材と林建協業ビジネスモデルの展開 木の町推進グループ 大西建設工業株式会社24 奈良県 「町家」リフォーム・新築市場の開拓拡大事業 「町家」リフォーム・新築市場の開拓拡大協議会 株式会社中尾組25 和歌山県 地域資源(主として、間伐材)を有効利用した商品、工法開発 地域資源利用協議会 有限会社クスベ産業



●●●●エリアエリアエリアエリア統括統括統括統括マネージャーマネージャーマネージャーマネージャー((((建設業経営支援建設業経営支援建設業経営支援建設業経営支援アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザーのののの中中中中からからからから選定選定選定選定（（（（※※※※））））））））
建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業

・経営・財務診断、強み・弱みの把握・経営方針の検討・評価 ・到達目標の設定・経営戦略、実現プランの策定支援

Ｅ
Ｘ
Ｉ
Ｔ・支援策アドバイス・実務支援（販路開拓、金融機関との調整等）

○ 中小・中堅建設企業の新事業展開、企業再編・廃業等の経営戦略の実現を支援するため、「経営戦略相談窓口」を設

置し、「エリア統括マネージャー」の統括のもと、各分野の専門家から構成される「建設業経営戦略アドバイザー」によるアド

バイスを実施。特に新事業展開、企業再編・廃業に関してはアドバイザーによる支援チームの組成、目標達成まで継続支援。

○ これにより、中小・中堅建設企業に不足している企画・立案・調整能力を補い、地域の建設企業の再生、過剰供給構造の

是正、地域社会の維持、災害に強い安全・安心な国土づくりを実現。 （（（（※※※※））））全国約全国約全国約全国約１１１１１１１１ブロックブロックブロックブロックでででで選定選定選定選定（北海道、東北、関東①、②、③、中部、北陸、近畿、中国、四国、九州・沖縄）経営戦略相談窓口経営戦略相談窓口経営戦略相談窓口経営戦略相談窓口・財団法人建設業振興基金・各地方整備局等経営戦略相談窓口経営戦略相談窓口経営戦略相談窓口経営戦略相談窓口・財団法人建設業振興基金・各地方整備局等・新事業展開・事業承継・企業再編、廃業・経営革新など建設業が抱える経営上の課題に広く対応

対
応
依
頼

●●●●建設業経営戦略建設業経営戦略建設業経営戦略建設業経営戦略アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー（（（（公認会計士公認会計士公認会計士公認会計士、、、、中小企業診断士等中小企業診断士等中小企業診断士等中小企業診断士等））））・事業戦略分野 ・マーケティング分野・ファイナンス分野 ・農林業、観光、介護分野・技術分野等
相談依頼

出口支援出口支援出口支援出口支援のののの可否判断可否判断可否判断可否判断（（（（３０３０３０３０企業程度企業程度企業程度企業程度をををを予定予定予定予定））））
アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー派遣派遣派遣派遣

（（（（必要必要必要必要にににに応応応応じてじてじてじて２２２２回回回回までまでまでまで無料無料無料無料））））

●パートナー機関

○○○○地域金融機関地域金融機関地域金融機関地域金融機関（連携事項の例）・顧客企業に対し、入口支援の紹介・エリア統括マネージャーに対し、出口支援対象となり得る案件の紹介・支援チームに参加し、出口支援に協力・周知、広報
○○○○都道府県都道府県都道府県都道府県

連携

○○○○実施業務実施業務実施業務実施業務・支援方針、支援体制の決定・エリア内の相談案件の統括・直接支援、担当アドバイザーの選定・派遣

今後の経営に

悩む

中小・中堅

建設企業

・アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザーによるによるによるによる支援支援支援支援

チームチームチームチームのののの組成組成組成組成

・・・・目標達成目標達成目標達成目標達成までまでまでまで継続支援継続支援継続支援継続支援

◎支援対象分野・新事業展開・企業再編・廃業
入口支援 出口支援

平成２３年度より事業開始

46464646



○○○○申込実績申込実績申込実績申込実績（（（（企業所在地別企業所在地別企業所在地別企業所在地別））））

（平成23年4月18日～平成24年1月31日実績）

都道府県 計

北海道
67

東北
70

関東
116

北陸
46

中部
22

近畿
74

中国
108

四国
24

九州・沖縄
79

合計合計合計合計
606

建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業 入口・出口支援実績等

47474747

第１回選定分

(8/12)

第２回選定分

(12/1)

合計

 北海道ブロック 3件 2件 5件

 東北ブロック 2件 4件 6件

 北関東ブロック 0件 4件 4件

 中関東ブロック 1件 1件 2件

 南関東ブロック 2件 6件 8件

北陸ブロック 0件 0件 0件

 中部ブロック 1件 2件 3件

 近畿ブロック 2件 5件 7件

 中国ブロック 2件 3件 5件

 四国ブロック 1件 3件 4件

 九州・沖縄ブロック 2件 5件 7件

合計 16件 35件 51件

○○○○出口支援選定案件数出口支援選定案件数出口支援選定案件数出口支援選定案件数についてについてについてについて

●合計51件のうち、金融機関推薦は５件、都道府県推薦は６件●支援案件における企業の具体的な取組内容については、企業の経営戦略にも関係するため、非公表としております。

平成24年1月31日

※※※※入口支援入口支援入口支援入口支援はははは現在現在現在現在２２２２回回回回までまでまでまで無料無料無料無料



アドバイザリー事業出口支援選定事業（近畿）

分野分野分野分野 内容内容内容内容 具体的事業内容等具体的事業内容等具体的事業内容等具体的事業内容等

第第第第1111回回回回 新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出 水水水水ビジネスビジネスビジネスビジネス・・・・観光観光観光観光 兵庫県兵庫県兵庫県兵庫県○○○○○○○○市市市市でのでのでのでの水水水水ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの事業化事業化事業化事業化

第第第第1111回回回回 新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出 海外展開海外展開海外展開海外展開 在沖縄米軍在沖縄米軍在沖縄米軍在沖縄米軍ののののグァムグァムグァムグァム移転移転移転移転へのへのへのへの対応対応対応対応をををを軸軸軸軸にしたにしたにしたにした海外事業海外事業海外事業海外事業のののの展開展開展開展開

第第第第２２２２回回回回 新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出 太陽光太陽光太陽光太陽光パネルパネルパネルパネル等等等等 フォフォフォフォ－－－－ムムムム、、、、古瓦古瓦古瓦古瓦・・・・瓦小物等瓦小物等瓦小物等瓦小物等のののの販売販売販売販売、、、、太陽光事業太陽光事業太陽光事業太陽光事業へのへのへのへの進出進出進出進出（（（（パネルパネルパネルパネルのののの販売販売販売販売・・・・施工施工施工施工））））

第第第第２２２２回回回回 経営改善経営改善経営改善経営改善 事業再生事業再生事業再生事業再生・・・・経営管理経営管理経営管理経営管理 民間工事受注民間工事受注民間工事受注民間工事受注へのへのへのへの注力注力注力注力とととと収益面収益面収益面収益面のののの改善改善改善改善

第第第第２２２２回回回回 新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出 太陽光太陽光太陽光太陽光システムシステムシステムシステム等等等等 太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電システムシステムシステムシステムのののの販売販売販売販売・・・・設置事業進出設置事業進出設置事業進出設置事業進出　（　（　（　（主主主主としてとしてとしてとして工場工場工場工場・・・・倉庫倉庫倉庫倉庫などのなどのなどのなどの事業所向事業所向事業所向事業所向けけけけ））））

第第第第２２２２回回回回 新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出 木製品木製品木製品木製品のののの販路開拓販路開拓販路開拓販路開拓 戸建住宅戸建住宅戸建住宅戸建住宅のののの受注促進受注促進受注促進受注促進とととと併併併併せたせたせたせた家具家具家具家具・・・・建具等建具等建具等建具等のののの木製品木製品木製品木製品のののの販促強化販促強化販促強化販促強化によるによるによるによる収益拡大収益拡大収益拡大収益拡大・・・・向上向上向上向上

第第第第２２２２回回回回 新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出 介護介護介護介護・・・・福祉事業福祉事業福祉事業福祉事業 住宅改修住宅改修住宅改修住宅改修・・・・福祉用具貸与等福祉用具貸与等福祉用具貸与等福祉用具貸与等のののの介護事業介護事業介護事業介護事業にににに係係係係　　　　るるるるマーケティングマーケティングマーケティングマーケティング面面面面のののの整備整備整備整備・・・・実行実行実行実行
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○○○○パートナーパートナーパートナーパートナー金融機関金融機関金融機関金融機関 81機関機関機関機関

○○○○パートナーパートナーパートナーパートナー都道府県都道府県都道府県都道府県 32都道府県都道府県都道府県都道府県 平成24年1月31日現在北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 神奈川県 山梨県 新潟県富山県 石川県 岐阜県 福井県 京都府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県岡山県 広島県 山口県 徳島県 愛媛県 高知県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県宮崎県 鹿児島県 計　32都道府県都道府県名

平成24年1月31日現在本店所在地の支分部局 銀行名北海道開発局 株式会社北海道銀行 株式会社北洋銀行株式会社東北銀行 株式会社秋田銀行 株式会社北都銀行 株式会社荘内銀行 株式会社東邦銀行株式会社仙台銀行 株式会社きらやか銀行 株式会社福島銀行 株式会社山形銀行株式会社常陽銀行 株式会社筑波銀行 株式会社武蔵野銀行 株式会社千葉銀行 株式会社千葉興業銀行株式会社横浜銀行 株式会社山梨中央銀行 株式会社八十二銀行 株式会社栃木銀行 株式会社東和銀行株式会社京葉銀行 株式会社東日本銀行 株式会社長野銀行 株式会社群馬銀行 株式会社八千代銀行西武信用金庫 多摩信用金庫 三浦藤沢信用金庫株式会社第四銀行 株式会社北越銀行 株式会社北陸銀行 株式会社富山銀行 株式会社北國銀行株式会社大光銀行 株式会社富山第一銀行中部地方整備局 株式会社大垣共立銀行 株式会社静岡銀行 株式会社静岡中央銀行 株式会社名古屋銀行 株式会社第三銀行株式会社福井銀行 株式会社滋賀銀行 株式会社京都銀行 株式会社近畿大阪銀行 株式会社池田泉州銀行株式会社南都銀行 株式会社紀陽銀行 株式会社福邦銀行 株式会社関西アーバン銀行 株式会社みなと銀行株式会社鳥取銀行 株式会社山陰合同銀行 株式会社山口銀行 株式会社島根銀行 株式会社トマト銀行株式会社もみじ銀行 株式会社西京銀行株式会社阿波銀行 株式会社百十四銀行 株式会社伊予銀行 株式会社四国銀行 株式会社徳島銀行株式会社香川銀行 株式会社高知銀行 株式会社愛媛銀行株式会社福岡銀行 株式会社西日本シティ銀行 株式会社佐賀銀行 株式会社十八銀行 株式会社親和銀行株式会社肥後銀行 株式会社大分銀行 株式会社宮崎銀行 株式会社鹿児島銀行 株式会社佐賀共栄銀行株式会社長崎銀行 株式会社熊本ファミリー銀行 株式会社宮崎太陽銀行 株式会社南日本銀行沖縄総合事務局 株式会社沖縄海邦銀行 計81機関

東北地方整備局

九州地方整備局四国地方整備局中国地方整備局近畿地方整備局北陸地方整備局関東地方整備局
建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業 パートナー機関

49494949

※※※※パートナーパートナーパートナーパートナー金融機関金融機関金融機関金融機関についてはについてはについてはについては、、、、平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度からからからから信用金庫信用金庫信用金庫信用金庫・・・・信用組合信用組合信用組合信用組合までまでまでまで拡大予定拡大予定拡大予定拡大予定



○中小建設企業の新事業展開、経営力の強化を支援するため、大手・中堅建設企業が有するノウハウ・技術を集約し、中小建

設企業に対して紹介・提供する「ノウハウ・技術支援センター」を設置し、①技術マッチング支援事業、②ノウハウアドバイス支援

事業を実施する。

①技術マッチング支援事業

中小

建設企業

中小

建設企業

大手企業等

①技術登録
③登録技術の紹介

⑤
技
術

マ
ッ
チ
ン
グ

②相談・問い合わせ
④登録技術の取得希望者の紹介
⑥（必要に応じて）契約締結等の支援

【フローイメージ】

●大手企業等が保有する特許技術、工法、資

機材等をセンターが募集・集約し、当該技術等

の取得・使用を希望する中小建設企業に対し

て紹介します。

●必要に応じて、当該技術等の取得・使用に

係る契約締結等の支援を実施します。※取得・使用に係る交渉は両者で直接実施して頂きます。
●建設工事に関する課題を抱える中小建設

企業に対して、センターに所属する専門家（大

手建設企業の現役・ＯＢ技術者等）が入札か

ら竣工に至るまでの各段階に係るノウハウア

ドバイスを実施します。（２回まで）

中小

建設企業

中小

建設企業

②ノウハウアドバイス支援事業

ノウハウ・技術支

援センター

（技術マッチング

データベース）

ノウハウ・技術支

援センター

（技術マッチング

データベース） ②ノウハウアドバイスの実施①相談・問い合わせ段階段階段階段階 建設企業建設企業建設企業建設企業のののの主主主主なななな業務業務業務業務 提供提供提供提供するするするするノウハウアドバイスイメージノウハウアドバイスイメージノウハウアドバイスイメージノウハウアドバイスイメージ入札 積算、技術提案 技術提案作成アドバイス（総合評価型入札における技術相談等）受注・着工 施工計画、業者選定、資機材調達、実行予算 施工計画、施工管理全般アドバイス（施工計画書等書類作成アドバイス等）施工 施工管理、許認可申請、発注者への工事施工段階における各種届出 着工前検討会へのアドバイス、トラブル発生時の技術アドバイス等竣工 竣工書類の作成 竣工書類作成アドバイス（電子納品等）
【提供するノウハウアドバイスのイメージ】

ノウハウ・技術移転支援事業

50505050



下請建設企業等

元請
建設企業

元請
建設企業

債権 債権

ファクタリング
会社

建設業債権保全基金（７８．４億円）

保証料負担軽減緊急リスク軽減

○ 下請建設企業・資材業者の経営・雇用の安定、連鎖倒産の防止を図るため、ファクタリング会社が、下請建設企業等

の元請建設企業に対して有する債権の支払を保証し、元請建設企業からの債権回収が困難となった際、下請建設企

業等に保証債務の履行により保証金を支払い、下請代金等債権を保全。

○ 下請建設企業等が保証を利用しやすくするよう、保証料負担軽減のための助成を行うとともに、ファクタリング会社の

リスクを軽減する損失補償を実施し、下請建設企業等を支援。

○ 被災地域における工事及び災害廃棄物の撤去等に係る債権の買取を実施。（買取料負担軽減のための助成・損失補償）

○ 被災地域における災害廃棄物の撤去等（がれきの処理等）に係る債権を保証対象に追加。

下請債権保全支援事業下請債権保全支援事業下請債権保全支援事業下請債権保全支援事業

保証の設定

下請代金

の支払

保証料保証料保証料保証料

保証保証保証保証・・・・下請代金等債権下請代金等債権下請代金等債権下請代金等債権のののの保全保全保全保全

下請代金

の支払

債権の回収困難

時に、損失補償

（損失の９５ ％）

保証料負担軽減

のための助成

保証料の２／３

（年率４％上限）

利用料支払

※赤字は拡充部分

被災地域被災地域被災地域被災地域においてにおいてにおいてにおいて、、、、

・・・・工事及工事及工事及工事及びびびび災害廃棄物災害廃棄物災害廃棄物災害廃棄物のののの撤去等撤去等撤去等撤去等にににに係係係係るるるる債権債権債権債権のののの買取買取買取買取をををを実施実施実施実施

・・・・災害廃棄物災害廃棄物災害廃棄物災害廃棄物のののの撤去等撤去等撤去等撤去等にににに係係係係るるるる債権債権債権債権をををを保証対象保証対象保証対象保証対象にににに追加追加追加追加 51515151



下請債権保全支援事業の実績

保証及び買取実績（平成22年3月～平成24年3月末）保証及び買取実績（平成22年3月～平成24年3月末）

【保証及び買取の実績】

保証及び買取債権数 ： １７，９１４件

保証及び買取総額 ： 約９１２億４００万円

利用した下請建設企業等の数 ： ７，４６７ （のべ数）

【保証及び買取の申込先】

ファクタリング会社（１０社、買取は一部）

【利用されている地域（利用企業の所在地）】
４７都道府県

【月毎の実績推移】

※平成23年6月以降のかっこ内は被災地における債権買取実績（内数）
（0.3）（1.5）

（26）（15） （39）

（2.6）（1.7）

（31）（38）

（2.0）

（38）

（1.3）

（68）

（2.5）

（39）

（1.4）

（60）

（2.7）

52525252



地域建設業経営強化融資制度地域建設業経営強化融資制度地域建設業経営強化融資制度地域建設業経営強化融資制度

金金 金金
融融 融融

機機 機機
関関 関関

（（（（財財財財））））建設業振興基金建設業振興基金建設業振興基金建設業振興基金

地域建設企業等地域建設企業等地域建設企業等地域建設企業等

①債権譲渡の

申請

③工事請負代金債権等の譲渡

④ー３転貸融資

⑥工事代金等の支払
公共工事等公共工事等公共工事等公共工事等・・・・

災害廃棄物災害廃棄物災害廃棄物災害廃棄物のののの撤去等撤去等撤去等撤去等

のののの発注者発注者発注者発注者

事業協同組合等

④－２
債務保証

④ ー １転貸

資金の調達

保証事業会社保証事業会社保証事業会社保証事業会社

⑤ー１債務保証

⑤ー２融資

相談窓口

相談窓口

連
携

②債権譲渡の

承諾

○金融機関が優良な資産と評価する公共工事請負代金債権を担保に、簡易・迅速に融資を実行。

○被災地域における災害廃棄物の撤去等（がれきの処理等）を対象に追加

建設企業等の負担する金利・事務経費等について助成

○建設企業等の負担する調達金利について、 １．２％を上限に助成

○事業協同組合等の実施する出来高査定等の事務経費を１５万円を上限に助成

※赤字は拡充部分
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地域建設業経営強化融資制度の実績

融資実績（平成20年11月～平成24年2月末）融資実績（平成20年11月～平成24年2月末）

【融資の実績】

融資件数 ： ９，２６０件、融資総額 ： 約２，１４３億円

【制度導入自治体数（平成23年10月末現在）】
５４７／１，７４２市町村（特別区含む。） ［導入率３１．４％］ ※全都道府県及び政令市で導入済み

（参考） 平成20年12月末現在 ： ２７９／１，８０４市町村（特別区含む。） ［導入率１５．５％］

【融資の申込先】

全国の建設業協同組合等（４２団体等）

【月毎の実績推移】

54545454



建設業への金融支援事業の延長・拡充 （２３年度３次補正予算関連）

下請債権保全支援事業下請債権保全支援事業下請債権保全支援事業下請債権保全支援事業のののの延長延長延長延長・・・・拡充拡充拡充拡充

●事業期間の１１１１年間年間年間年間のののの延長延長延長延長（H24.3.31→H25.3.31）

●被災地において、建設機械建設機械建設機械建設機械のののの割賦販売割賦販売割賦販売割賦販売、、、、リースリースリースリース、、、、レンタルレンタルレンタルレンタルをををを行行行行うううう者者者者を保証対象に追加

●事業期間の１１１１年間年間年間年間のののの延長延長延長延長（H24.3.31→H25.3.31）

地域建設業経営強化融資制度地域建設業経営強化融資制度地域建設業経営強化融資制度地域建設業経営強化融資制度のののの延長延長延長延長

被災地の復旧・復興作業に従事する建設企業における建設機械の調達円滑化及び地域における災害対応、除

雪及びインフラの維持管理など、地域社会の維持に不可欠な役割を担っている建設企業の経営及び雇用の安

定、連鎖倒産の防止等を図るため、建設業への金融支援事業の延長・拡充を行う。

被災地の復旧・復興作業に従事する建設企業における建設機械の調達円滑化及び地域における災害対応、除

雪及びインフラの維持管理など、地域社会の維持に不可欠な役割を担っている建設企業の経営及び雇用の安

定、連鎖倒産の防止等を図るため、建設業への金融支援事業の延長・拡充を行う。

建設業建設業建設業建設業

債権保全基金債権保全基金債権保全基金債権保全基金

リースリースリースリース会社等会社等会社等会社等

建設企業建設企業建設企業建設企業

ファクタリングファクタリングファクタリングファクタリング

会社会社会社会社

建設機械のリース等

リース料等の支払い

保証料等の支払い

リース債権等の保全

損失補償

保証料助成

（２２２２／／／／３３３３（年率年率年率年率４４４４％％％％上限））

与信面で不安が

ある企業でも、

調達が可能に！

拡充事業の

イメージ

55555555



近畿地方整備局建政部建設産業課

〒５４０－８５８６

大阪市中央区大手前一丁目５番４４号

（大阪合同庁舎第１号館・１階）

TEL：06-6942-1141（代表）内線６１４２ FAX：06-6942-3913

課長補佐 中 林 茂 巳 （なかばやし しげみ）

（mail：nakabayashi-s86cu@kkr.mlit.go.jp）

【【【【問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先先先先】】】】

56565656


